
１　重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

(2)　固定資産の減価償却の方法

(3)　引当金の計上基準について

(4)　リース取引の処理方法

(5)　消費税の会計処理

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）

科　　目

基本財産

　基本財産積立預金

小　　計

特定資産
　中心市街地商業活性化基金預金

　工業技術振興基金預金
　いばらき産業大県創造基金預金

　経営情報支援基金預金

小　　計

合　　計

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

（単位：円）

科　　目

基本財産

　基本財産積立預金

小　　計

特定資産
　中心市街地商業活性化基金預金

　工業技術振興基金預金
　いばらき産業大県創造基金預金

　経営情報支援基金預金

小　　計

合　　計

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引につい
ては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

当期末残高

35,000,000

35,000,000

401,379,739

2,042,000

7,500,624,963

8,204,509,218

8,204,509,218

8,239,509,218

401,379,739

2,042,000

300,462,516

7,500,624,963

35,000,0008,239,509,218

前期末残高 当期増加額

(うち指定正味財
産からの充当額)

当期減少額

当期末残高
(うち一般正味財
産からの充当額)

35,000,000

35,000,000

35,000,000

35,000,000

401,379,739

2,042,000

300,462,516

0

0

0

08,204,509,218

1,196,448

0

35,000,000

441,000

2,042,000

7,610,273,698

7,500,624,963

(うち負債に
対応する額)

35,000,000

701,237,074

410,290,921

8,648,603,691

755,448

　消費税の会計処理は，税込方式によっている。

300,462,516

8,204,509,218

0

29,403300,050,919

8,613,603,691 1,196,448

財務諸表に対する注記

　有価証券については，個別に取得価額と額面との差額を償還期にいたるまで均等に増額また
は減額している。

　固定資産は，定額法を採用している。

　貸倒引当金は，設備資金貸付事業，設備貸与事業，県単独機械類貸与事業において，正常債
権額の1000分の20及び未収債権額の100分の50を限度として計上している。
　退職給付引当金は，事業年度終了後に在職する職員が勤続年数20年未満の場合は自己都合に
よる要支給額，勤続年数20年以上の場合は勧奨・定年による要支給額を計上している。

410,290,921

0

299,857,335

110,404,183



（単位：円）

科　　目

器具及び備品

合　　計

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益は次のとおりである。
（単位：円）

科　　目 償還日 利率

北海道債　29回1号 23.09.14 1.40

大阪市債　H13年2回 23.07.12 1.20

共同地方債　67回 30.10.25 1.50

共同地方債　67回 30.10.25 1.50

共同地方債　67回 30.10.25 1.50

共同地方債　12回 26.03.25 1.40

利付国債　89回(5年) 27.06.20 0.40

利付国債　237回(10年) 24.03.20 1.50

利付国債　284回(10年) 28.12.20 1.70

利付国債　312回(10年) 32.12.20 1.20

利付国債　276回(10年) 27.12.20 1.60

利付国債　275回(10年) 27.12.20 1.40

利付国債　277回(10年) 28.03.20 1.60

　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。
（単位：円）

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

当期末
残高

貸借対照
表上の記
載区分

下請振興事業補助金 茨城県 0 0 -
新事業支援事業補助金 茨城県 0 0 -
知的所有権ｾﾝﾀｰ事業補助金 茨城県 0 0 -
情報化･国際化･人材育成
支援事業補助金

茨城県 0 0 -

設備資金貸付事業補助金 茨城県 0 0 -

0 0

７　その他

(1) 特定資産受取利息の計上方法について

 補助簿で管理する受取手形の残高は，次のとおりである。
（単位：円）

科　　目
設備資金貸付事業

設備貸与事業

県単独機械類貸与事業

合　　計 7,553 2,126,927,074

1 106,045

17

備考

273,542,319 273,542,319

7,535 2,122,417,000

(2) 受取手形の管理について

　いばらき産業大県創造基金の特定資産受取利息について，前年度は指定正味財産に計上した
が，当該年度は一般正味財産への計上に変更した。

合計

308,759,400

87,404,944

24,369,998

4,404,029

9,998,484 10,351,260 352,776

手形枚数 手形金額

評価損益

400,917,200

合　　計

55,682,000

5,999,091,704 6,210,756,000

31,576,500

31,299,930

299,373,390

211,664,296

9,998,484 10,351,260 352,776

957,461

7,329,389,808

1,653,953

7,564,419,580

29,972,617

127,533,360

90,420,489

当期
減少額

61,499,232

87,404,944

24,369,998

44,586,145

６　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高

31,626,570

時　　価帳簿価額

30,000,000

399,959,739

7,533,360

235,029,772

1,204,815

9,386,010

△ 617,271

1,307,200

△ 498,699

1,602,205

130,890

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益

30,130,890

当期末残高

44,586,145

61,499,232

当期増
加額

55,682,000

減価償却累計額

2,252,767

2,252,767

4,230,323

29,974,295

180,505,491

120,000,000

4,230,323

30,095,115

89,921,790

179,888,220

100,000,000 101,307,200

４　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高

1,977,556

1,977,556

　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

取得価額


